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人口減少社会に対応した下水道
― 汚水処理システムの効率化に向けた検討 ―

国土交通省国土技術政策総合研究所下水道研究部下水処理研究室長 田　隝　　　淳

１.はじめに

人々の日常生活に不可欠な汚水処理シ
ステムは、下水道や農業集落排水等、そ
れぞれの地域特性に応じて採用されてお
り、汚水処理システムを利用できる人口
の割合を示す汚水処理人口普及率はすで
に 91.9％（2018 年度末）に達してい
る１）。一方、これら汚水処理システムに
ついては、今後さらに進むと予測される
人口減少に伴う処理水量の減少により、
下水道使用料収入の減少や汚水処理施設
の稼働率低下等に伴う事業経営の非効率
化が懸念されている。このため、第４次
社会資本整備重点計画で「人口減少等を
踏まえた持続的な汚水処理システム構
築」が重点施策に位置付けられた２）ほか、
「経済・財政再生計画改革工程表 2017 改
定版」では 2022 年度までに全ての都道
府県において汚水処理の広域化・共同化
に関する計画策定が目標に掲げられる３）

等、汚水処理システムの効率化が求めら
れているところである。
このような背景のもと、国土技術政策

総合研究所では、地方公共団体がそれぞ
れの地域特性に応じた持続可能な汚水処
理システムを実現するために、下水処理
場の既存施設能力を活用した汚水処理シ
ステムの効率化に関する研究に取り組ん
できた。本稿では、その研究成果の概要
を報告する。

２.研究目的および対象とす
る施設

研究目的は、事業の垣根（下水道、農
業集落排水、し尿処理）を越えた統廃合
も見据えた汚水処理システム効率化にお
いて人口減少を踏まえた概略検討を行う
ために必要となる、各汚水処理事業の費
用関数の整理・作成、人口減少に伴う稼
働率低下がコスト・エネルギーに与える
影響の明確化およびコスト・エネルギー
算定手法の提示、さらには、これらの知
見を踏まえた地方公共団体職員自ら実施
可能な汚水処理システム効率化検討手法
の構築である。
研究の対象施設は、主要な汚水処理シ

ステムである下水道、農業集落排水、し

尿処理における各汚水処理施設（以下そ
れぞれ ｢下水処理施設｣、｢農業集落排水
施設｣、｢し尿処理施設｣ という。）とし、
特に、人口減少に伴う処理水量減少によ
り運転効率が悪化しやすく費用面の影響
を大きく受けると考えられる中小規模の
施設（処理能力がそれぞれ、下水処理施
設は 10,000㎥ / 日以下、農業集落排水
施設は 1,000㎥ /日以下、し尿処理施設
は 100kl/ 日以下）を対象とした。対象
とする処理方式については中小規模の地
方自治体で採用されているものとし、下
水処理施設はオキシデーションディッチ
法（以下 ｢OD法｣ という。）、標準活性汚
泥法（以下 ｢標準法｣ という。）、農業集
落排水施設は JARUS- Ⅰ、Ⅲ、Ⅺ、Ⅻ、ⅩⅣ
（処理方式の分類）とした。ただし、し
尿処理施設は、下水処理施設、農業集落
排水施設に比べ処理場の箇所数が少ない
ことから、処理方式を特定しないことと
した。

表－１　新たに作成した費用関数
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３.費用関数の整理・作成

汚水処理システム計画策定時の経済性
比較では、通常、詳細な機器の費用を積
み上げるのではなく、処理能力等を変数
とした処理場単位での費用関数により概
算コストを算定する。今回、中小規模の
処理場に適用可能な費用関数を整理、作
成するために、既往文献調査における費
用関数を整理した上で、既往文献に記載
のない費用関数については、全国約 300
の汚水処理施設へのアンケート調査に基
づき新たに作成した。

(１)調査方法
2014 年度（研究当時最新）の処理能力、

処理量、消費電力量、維持管理人員数、
主要設備の更新費、定格電力、薬品費、
保守点検費等の建設費・維持管理費を調
査した。調査結果に基づき、各施設のコ
ストを積み上げ、処理能力別のコストと
して整理した。

(２)調査結果
今回作成した主な費用関数を表－１に

示す。これらは今まで作成されていな
かった、下水処理施設における処理能力

10,000㎥ / 日以下の中小規模施設に適
用可能な費用関数やし尿処理施設の費用
関数等であり、多様な検討に対応できる
ようになった。

４.稼働率低下がコストおよ
びエネルギーに与える影
響の明確化

近年の人口減少および節水型社会に伴
い汚水量が減少している地域では、多く
の汚水処理施設において、図－１に示す
ように、処理能力を大きく下回る水量で
の運転、すなわち施設の稼働率が低下し
ている状況が見られる４）。
そこで、稼働率低下が汚水処理施設の

コストおよびエネルギーに与える影響を
明確化するため、全国の汚水処理施設の
運転状況（稼働率が変化してきた過去
10年程度の経年変化）を調査・分析した。
ここで、稼働率は以下の式のとおり定

義した。
稼働率[％]＝年間平均処理水量[㎥/日]
／処理能力[㎥/日]×100
稼働率が最大（定格運転）となるのは、

年間平均処理水量が設計上の日平均処理
水量となる場合であり、その際の稼働率
はそれぞれ、下水処理施設が 70％、農

業集落排水施設が 100％、し尿処理施設
が87％である。（各事業の設計思想５，６，７）

の違いにより処理能力と平均処理水量の
比が異なる。）

(１)調査方法
既往統計資料および事業者へのアン

ケート調査により、過去 10 年間程度の
処理場における処理能力、処理量、消費
電力量を調査した。消費電力量のみを対
象とした理由は、以前の調査結果８）から、
電力費以外の人件費等の費用は稼働率の
影響を受けにくいことが推察されていた
ためである。
調査対象の処理施設としては、稼働率

の影響をより明確にするためにより安定
した条件の施設を対象とし、供用開始後
５か年以上を経過した処理場、調査対象
期間中に水処理能力の変更を行っていな
い処理場、過去 10 年間の稼働率差が
10％以上ある処理施設等の条件に該当す
る全国約 300の処理施設を統計資料から
抽出して選定した。

(２)消費電力量と稼働率の関係
調査結果に基づき、稼働率ごとに消費

電力量をプロットし、単純化を目的に次
式の電力係数として定義した。電力係数
が大きいほど消費電力量原単位※が大き
く、非効率な運転状況であることを示す。
電力係数[kp(x)]＝ある稼働率(x)での消
費電力量原単位※／稼働率最大時（定
格運転）の消費電力量原単位※

※消費電力量原単位[kWh/㎥]＝年間消
費電力量[kWh/年]/年間処理水量[㎥
/年]

電力係数については、中央値を代表値
とし、中央値を結ぶ近似式を簡易算定式
として整理した。
その結果は図－２の下水処理施設（OD

法）のように、稼働率の低下に伴い電力
係数が増加する傾向となった。この結果
は、下水処理施設（標準法）、農業集落
排水処理施設およびし尿処理施設につい
ても同様の傾向となることを確認した。

(３)維持管理費と稼働率の関係
３.の調査（維持管理費の内訳）およ

び４.（２）の稼働率と電力係数の関係
を用いて、稼働率と維持管理費の関係を
整理した。
具体的な算出方法としては、図－３の

イメージ図に示すように、３.の調査で
得た施設全体の維持管理費から電力費を

図－１　稼働率低下イメージ

図－２　稼働率と電力係数の関係（下水処理施設：OD法）
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差し引いた額を固定費（稼働率による影
響を受けない一定値）として設定した上
で、４.（２）で述べた電力係数を用い
て算出した稼働率ごとの電力費を足し合
わせて稼働率ごとの維持管理費を算出し
た。なお、汚泥処分費については、統廃
合による影響が相対的に軽微であるとし
て、ここでは算出の対象外とした。
このように算定した維持管理費につい

ても、電力係数と同様、次式の通り維持
管理係数を定義し、稼働率ごとの維持管
理係数を結ぶ近似式を簡易算定式として
整理した。
維持管理係数[㎞(x)]＝ある稼働率(x)で
の維持管理費原単位※／稼働率最大時
（定格運転）の維持管理費原単位※

※維持管理費原単位[円/㎥]＝年間維
持管理費[円/年]/年間処理水量[㎥/
年]

その結果は図－４の下水処理施設（OD
法）のように、稼働率の低下に伴い維持
管理係数が増加する傾向となった。この
結果は、下水処理施設（標準法）、農業
集落排水施設およびし尿処理施設につい
ても同様の傾向となることを確認した。
なお、維持管理係数算出で用いた電力係
数はすでに中央値として決定された値で
あるため四分位範囲を表示していない。
以上の通り、消費電力量および維持管

理費と稼働率との関係を明確化すること

によって、将来の人口減少時、稼働率低
下に伴う影響を踏まえたコストおよびエ
ネルギーを算定することが可能となった。

５.汚水処理システム効率化
検討手法

汚水処理効率化の先進事例の調査・ヒ
アリングおよび上述の成果を踏まえ、地
方公共団体職員自ら実施可能な汚水処理
システム効率化検討手法を構築した。本
検討手法では、最終的に、地域特性に応
じた最適な汚水処理システムの統廃合
ケースを選定することを目的とする。

(１)代表的な統廃合ケースの設定お
よび検討手順

代表的な統廃合ケースとして、図－５
に示すように、将来の流入水量予測に基
づき適切な施設能力でそれぞれの施設を
更新（非統合）する「①既存施設の更新」、
処理施設の統廃合によって処理区を統合
（完全統合）する「②処理施設の再編成」、
集約によるスケールメリットが出やすい
汚泥処理機能のみを集約（部分統合）す
る「③既存施設の能力活用」の３つを設
定した。
検討手順としては、図－６に示す検討

フローのとおり、経済性比較だけではな
く、技術面および環境面の確認も行い、
それらをすべて踏まえて最適な統廃合

ケースを選定する。

(２)稼働率を踏まえた経済面の検討
経済性比較においては、３つの統廃合

ケースにおける総費用を算定し、最も経
済的なケースを確認する。ここでは、
３.で紹介した費用関数を活用して建設
費・維持管理費を算定するだけでなく、
以下のステップに示す維持管理係数を活
用した計算方法により、将来の維持管理
費をより正確に算定することが可能と
なっている。
ステップ１：
①現状の維持管理費原単位[円/㎥]＝
現状の維持管理費の総額［円/年］
／現状の年間処理水量［㎥/年］

ステップ２：
②維持管理係数の比[-]＝将来の維持
管理係数※／現状の維持管理係数※

※㎞(x):維持管理係数[-],x:稼働率
[％]

・下水処理施設(OD法)㎞(x)=65.846x-0.986

・下水処理施設(標準法)㎞(x)=63.406x-0.977

・農業集落排水施設㎞(x)=66.057x-0.910

・し尿処理施設㎞(x)=62.107x-0.925

図－５　代表的な統廃合ケース（A、B２つの

処理区の場合）

図－４　稼働率と維持管理係数の関係（下水処理施設：OD法）

図－３　稼働率ごとの維持管理費算出イメージ
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ステップ３：
③将来の維持管理費原単位[円/㎥]＝
①現状の維持管理費原単位[円/㎥]
×②維持管理係数の比[-]

ステップ４：
将来の維持管理費［円/年］＝③将来
の維持管理費原単位[円/㎥]×将来
の処理水量［㎥/年］

(３)技術面および環境面の確認
技術面の確認としては、既存管きょ能

力の確認等、統廃合の際に留意すべき内
容を簡易的に確認する。特に、下水処理
施設でし尿等を受け入れる場合には、水
処理施設における負荷が増大し、必要酸
素量の不足や処理水質の悪化が懸念され
るため、本検討手法においてはし尿等受
入れ後の処理水質や送風機の能力等を簡
易計算式によって確認する。一方、環境
面の確認としては、消費電力量、エネル
ギー消費量および温室効果ガス排出量を
算定する。消費電力量については、３.で
述べた電力係数の活用により、将来の消
費電力量をより正確に算定することが可
能となっている。エネルギー消費量は消
費電力量に換算係数を乗じて算定し、温
室効果ガス排出量（CO2、CH4 および N2O）

は消費電力量に排出係数を乗じることお
よび処理水量にそれぞれの処理方式に応
じた排出係数を乗じることで算定する。
また、汚泥集約に伴う消化ガス有効利用
量増加等の統廃合効果もあわせて確認す
ることとしている。

６.おわりに

本研究により、中小規模処理施設に適
用可能な費用関数や稼働率変化を踏まえ
たコスト・エネルギー算定手法を作成し、
それらの知見を踏まえた汚水処理システ
ム効率化検討手法を構築した。これら研
究成果は地方公共団体が活用できるよう
に国土技術政策総合研究所資料９）として
公表するとともに、本稿で紹介した費用
や温室効果ガス排出量等について簡易的
に算定するための計算シートをホーム
ページで公開している 10)。これらの研
究成果が全国の汚水処理システムの効率
化または広域化検討の際に活用され、汚
水処理サービスの維持・効率化に貢献す
ることが期待される。
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図－６　検討フロー


